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卒 業 後 の 進 路Career Path

朝日広告社／アメリカン・エキスプレス・ジャパン／SMBC日興証券／SCSK／エヌ・ティ・ティ・データ／小

田急電鉄／神奈川県警察本部／神奈川県庁／キッコーマン食品／キッセイ薬品工業／九州電力／警視庁／さい

たま市教育委員会／サッポロビール／消費者庁／ソフトバンク／大成建設／大鵬薬品工業／大和証券グループ

本社／大和ハウス工業／DMM.Com／電通／東急電鉄／東京高等裁判所／東京国税局／長野放送／日本銀行／

日本政策金融公庫／日本郵便／日本航空／博報堂プロダクツ／東日本放送／久光製薬／双葉社／みずほ証券／

みずほフィナンシャルグループ／三井住友海上火災保険／三井住友銀行／横浜市役所／ロッテ　など

金融・保険、商社・流通など、多岐にわたる業種へ就職しています。優れた

コンピュータ技術と環境の科学的メカニズムに関する深い知識と理解を

備えていることから、従来は理系の進路と考えられていた IT 関連、化学、

薬品などの分野での就職率も高まっています。また、法律科目が充実して

いることから、法科大学院に進んで弁護士などの法律専門家や、国や地方

公共団体の公務員を目指す学生も多くいます。

主な就職 先 2019 - 2021年度　2022 年 5 月1日現 在

Column

コンピュータ技術を使いこなすとともに
法律の基礎知識を身につける

専門的・実践的な現代法律学の世界へ

法律基礎
科目群

◎契約法の基礎
◎民法総則1・2
○憲法1-1・1-2
○契約法1
○刑法総論1・2
○親族法

◎物権法1
◎債権総論1・2
○憲法2-1・2-2
○企業関係法の基礎
○民事訴訟法1
○刑事訴訟法1

○行政法1-1・1-2
○不法行為法
○刑法各論1
○会社法の基礎
○会社法1

◎物権法2
○契約法2
○商取引法
○刑法各論2

○会社法2
○民事訴訟法2
○刑事訴訟法2
○相続法

情報技術
科目群

○情報処理1
○情報処理2
○情報処理3

○情報処理4
○情報と法
○AIと法

○情報と職業

消費者法
科目群

◎消費者問題と法 ○消費者行政法
○消費者取引特別法1
○高齢社会と法

○不動産特別法
○経済刑法
○国際消費者法

○消費者取引特別法2・3
◯消費者法演習
○消費者法の実務

○成年後見法制1・2
○保険法

○成年後見の歴史と未来

企業活動
法科目群

○競争法
○租税法1・2
○労働法1・2
○有価証券法

○金融商品取引法
◯信託法
○国際私法
○国際取引法

○アメリカ契約・
不法行為法1・2

○民事執行法1・2
○グローバル企業法

○現代金融法論
○倒産法1・2
○知的財産法1・2
○企業会計1・2

◯ワイン法

環境法
科目群

○環境問題の基礎
○環境科学の基礎1・2

○環境問題の展開と法1・2
○フィールドワーク

（持続可能な開発および環境保全）

○環境科学の展開
○環境政策と法
○国際環境法1・2

○環境保護と訴訟
○世界の環境を考える
○持続可能な社会に向けて

特殊演習
等

◎法情報処理演習1 ◎法情報処理演習2
　インターンシップAH

インターンシップB
　法学部生のキャリアデザイン講座H

キャリアデザイン特講H

リスク管理と制度設計

演習・講読
部門

　法律学特講1 　演習Ⅰ
　法律学特講2

　法律学特講3
　時事英語A・B

　外国語文献講読
　演習Ⅱ

　卒業論文

関連部門

　災害ボランティアと
　公共政策1
　Current AffairsA・B
　グローバル社会から見た日本
　宗教と法

　国際法1-1・1-2
　金融の制度と政策
　労働法の歴史
　法哲学1・2
　西洋法制史1・2
　現代政治理論1A・1B
　行政学A・B
　国際政治学A・B
　災害ボランティアと公共政策2
　国際人権法1
　EU法1
　Global Cultural Studies1・2
　経済学概論1・2

　社会保障法
　海商法
　法思想史
　近代日本法思想史
　法社会学
　日本法制史1・2
　宗教法1・2
　行政法2-1・2-2
　行政法3-1・3-2
　法人税法1・2
　国際法2-1・2-2
　刑事政策
　犯罪学
　比較刑事司法史

　法医学1・2
　英米法1-1・1-2
　ドイツ法1・2

フランス法1・2
中国法
公法演習
民事法演習
刑事法演習
政治史1A・1B
政治思想史1A・1B
地方財政論1・2
マスコミ論A・B
広報メディア論A・B
国際人権法2

　国際人道法
　国際海洋法
　国際私法2
　国際租税法
　国際経済法
　国際民事手続法
　国際仲裁
　国際知的財産法
　Global Legal Studies1～7
　Global Cultural Studies3
　グローバル社会と宗教
　文学と法
　食文化と法
　財政学1・2

　金融論1・2
　政治学演習1
　政治学演習2
　卒業論文（政治学）
　経営学原理1・2
　貿易論1・2
　経営組織論1・2
　証券論1・2
　経営戦略論1・2

ヒューマン・リソース・
マネジメント1・2
地域社会論
産業社会学A・B
都市社会学

　犯罪社会学
　暴力の論理学

コミュニケーション論
社会人類学A・B
Business English A・B
家事事件手続法・
人事訴訟法
裁判外紛争解決

明治学院
共通科目

◎○明治学院共通科目

2年次1年次 3・4年次

本学科の特徴は、「消費者法」、「企業活動法」、「環境法」という現代社会の最先端の法を学ぶことです。３つの法はSDGsの目標と関連し、特に［教育］・［持続可能な

消費と生産］・［気候変動］の３つが強く関連します。［教育］は、学生教育はもちろん、消費生活相談フォローアップ講座を公開講座として毎年開催し、「誰一人取り残

さない」ための市民への教育を実践しています。［持続可能な消費と生産］は、消費者法や企業活動法の学びが直接関連しますが、ゼミの企業見学等でさらに学びを深

めます。［気候変動］は、環境問題を科学的視点で学んだ上で、環境法制を学びます。以上、本学科では、法の学びを通じてSDGsについてより深く考えることができます。

◎必修　○選択必修　（ 無印 ）選択　Hヘボン・キャリアデザイン・プログラム

※年次は、当該科目を履修できる最低年次を表します。　
※2023年度予定カリキュラムです。実際のカリキュラム・科目名は変更の可能性があります。

1 回きりのお試しだと思って契約したら実は定期購入

だった、子どもがおもちゃを誤飲してしまったなど、消

費者問題は私たちの身近なところで起きています。社

会で起きている様々な消費者問題について考えること

は、社会について考えることに繋がり、更には、社会の

中で自分はどう生きたいのかを考えることへと広がっ

ていきます。ゼミでは、現在の法制度やその運用（ 判決

など ）を学ぶとともに、ゼミ生が問題を解決するための

立法提案を行い、皆で議論しています。

現在、人工知能（AI ）は第三次ブームであり、AI 社会を

迎えようとしています。櫻井ゼミでは、法律を対象とし

た AI を中心に研究します。春学期は、法律の条文をコ

ンピュータに搭載し、法的三段論法をコンピュータ上

で実現します。秋学期は、最新の AI 技術について学び、

最新の AI が引き起こす問題、たとえば、自動運転自動

車に関わる問題などについて法的観点から検討してい

きます。ゼミでの学びを通じて、将来の AI 社会に備え

たいと思います。

カ リ キ ュ ラ ムCurriculum

学科主任が 考える　消費情報環境法学科とSDGs

消費情報環境法学科主任　櫻井 成一朗 教授

ゼミピックアップPick up

法律人工知能

櫻井 成一朗 教授

消費者法を手がかりに
社会のあり方を考える

福島 成洋 准教授

最新情報は本学Webサイト
「就職関連データ」からご覧いただけます。 大学院進学者数	計5名

建設・ライフライン 3. 8%
教育・学習支援 1. 2%

不動産・物品賃貸

運輸・郵便 2.8%

製造

金融・保険 卸売・小売

サービス

情報通信・マスコミ・
コンサルティング

就職内定者
業種別比率

2019 -2021
（％） 10.7 %

17. 0 %

25. 4 %

13. 8 %

公務員 5. 4 %

医療・福祉 2.1%

6.9%

10.9%

科目紹介

大学で学んだ理論を活かして、地方自治体や消

費者関連団体等の現場の体験を通して、応用力

を学びます。

AIスピーカーや機械翻訳に代表されるように、AIが身近なものとなり、社会が

大きな変革を迎えようとしています。AIが社会を支える裏方として不可欠とな

る一方で、AIによるさまざまな問題も予想されています。問題の解決策を見つけ

るべく、AIの基礎を学ぶと共に、AI社会における法律の役割について学びます。

［ 消費者行政などの実務の体験から学ぶ ］

インターンシップA
［ AI（人工知能）社会の問題を解決するために法律を学ぶ ］

A Iと 法
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